
石川県における「水防災意識社会 再構築ビジョン」の取組みについて

県内を５地区に分け「大規模氾濫減災協議会」
を設置し、全ての市町の参画により

大規模水害に対し、
「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」
を目指し、ハード・ソフト対策を計画的に推進

直轄・県協議会：手取川・梯川大規模氾濫に関する減災協議会
県単独協議会：２級河川を対象とした南加賀、県央、中能登、奥能登、

４地区の大規模氾濫減災協議会

協議会における取り組み

１．「地域の取組方針」の作成

・県内全地区において、
平成30年3月末に「地域の取組方針」を取りまとめ

２．「地域の取組方針」の主な内容

①ソフト対策

・避難勧告等の発令を支援するホットライン（H29.6運用）
の実施

・水害対応タイムライン
（H30.3迄に全19市町で作成済）の運用・改善

・洪水浸水想定区域図・洪水ハザードマップの見直し

・住民等が参加した実践的な避難・水防訓練の実施 等

②ハード対策

・河川改修、堤防天端保護等の粘り強い堤防整備
（危機管理型ハード対策）

・洪水時に特化した危機管理型水位計の設置 等



平成30年 3月 26日

県央地区大規模氾濫減災協議会

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく

県央地区の減災に係る取組方針（案）
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説 明 資 料

（県央地区の例）

Ｈ３０．３月末に全地区の協議会で、
取組方針をとりまとめ



「地域の取組方針(案)」
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• 「水防災意識社会」を再構築することを目的
に、各構成員が2021年度（平成33年度）末ま
でに取り組む主な内容を設定

６．実施する取組

■目標の達成に向けた４つの取組

1） 逃げ遅れゼロに向けた

「円滑かつ迅速な避難のための取組」
2） 氾濫被害の軽減や避難時間を確保するための

「的確な水防活動の取組」
3） 一刻も早く社会経済活動を回復させるための

「氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組」
4） 氾濫の未然防止や避難時間を確保するための

「河川管理施設の整備等に関する取組」

（県央地区の例）

各地区の現状と課題を踏まえて
取組方針に反映



1） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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①情報伝達、避難計画等に関する事項

2. 避難勧告等の発令に着目した水害対応タイムラインの運用・改善

〔 4市3町・石川県 においてH30年度から運用・改善 〕

○ 平成29年度に、各市町において水害対応タイムラインを作成。

○ 水害対応タイムラインを活用した水防業務や訓練を実施して、明らかになった課題等を
踏まえ、必要に応じて水害対応タイムラインを見直し。

２８の水位周知河川
において、水位情報
が迅速な避難勧告等
の発令、住民の迅速
な避難行動に繋がる
ように、「いつ」、
「誰が」「何をする
か」を時系列でとり
まとめ



1） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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①情報伝達、避難計画等に関する事項

4. ICTを活用した洪水情報の提供 〔 協議会全体 において引き続き実施 〕

○ PCやスマートフォン等を活用し、洪水情報等を住民に周知。

■石川県河川総合情報システム

〈土砂災害警戒判定メッシュ情報〉

〈洪水警報の危険度分布〉〈大雨警報（浸水害）の危険度分布〉

■気象庁 大雨警報・洪水警報の危険度分布

現在、県管理の水位計
は１１４箇所、雨量計
は９５箇所、事前登録
制で情報をメール配信、
また、県管理３９箇所
の監視カメラ画像を公
開中（気象台、国データも
併せて公開）



1） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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①情報伝達、避難計画等に関する事項

6. 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成に向けた支援の
実施

〔 4市3町・石川県 において引き続き実施 〕

○ 避難確保計画の作成状況、避難訓練の実施状況については、毎年、協議会等の場にお
いて進捗状況を確認。

○ 先進事例の情報提供により、計画の作成を促進する。

施設管理者、行政
担当者向け説明会
をそれぞれ実施。
具体の支援策を検
討中
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1） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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②平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項

1. 想定最大規模の降雨による洪水
浸水想定区域図の作成と周知

〔 石川県 において順次実施 〕

○ 犀川、浅野川など水位周知河川について
想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区
域図を作成。順次公表の予定。
今後、追加する水位周知河川においても、

順次作成に努める。

■対象河川

対象河川 （11水位周知河川）

犀川水系 犀川、安原川、伏見川、
高橋川

大野川水系 大野川、浅野川、金腐川、
森下川、河北潟、津幡川、
宇ノ気川

（県央地区の例）

現在、県内28河川
の水位周知河川の
うち、23河川で作
業中水位周知河川の追加について、

各地区協議会で協議中



1） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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②平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項

2. 想定最大規模の降雨による水害ハザードマップの作成・周知

〔 4市3町 においてH30年度から順次実施 〕

想定最大規模の降雨による洪水
浸水想定区域図を踏まえて見直し

今年度から、金沢市などで見直し
に着手中、2020年度(H32年度)の
県内全域での見直し完了が目標

（県央地区の例）



1） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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②平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項

3. 浸水実績等の把握・水害リスクの周知

〔 4市3町・石川県 において引き続き実施 〕

○ 平成29年度中に協議会の場等において各構成員が既に保有する浸水実績等に関する
情報を共有。

○ 平成30年度以降、各市町において住民等への周知方法を検討、実施。

■浸水実績図

（県央地区の例）

水位周知河川以外の河
川でも、浸水の危険性
があることを周知する
ために、昨年度、記録
の残る過去の浸水実績
をとりまとめ



1） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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②平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項

4. 住民、関係機関が連携した避難訓練等の実施

〔 協議会全体 においてH30年度から順次実施 〕

○ 水害を想定した、住民と多様な関係機関が連携した避難訓練を実施する。

■避難訓練のイメージ

水害対応タイムライン
などを活用して、より
実践的な住民参加の避
難訓練を、各地区で、
今年度から実施



1） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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③円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

1. 危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備

〔 4市3町・石川県 において平成30年度から検討実施 〕

■危機管理型水位計

○ 洪水時に特化した低コストな水位計（危機管理型水位計）の設置を促進する。

今年度、これまで水位計が未設置
となっていた２２箇所の重要水防
箇所で、洪水時の水位観測に特化
した危機管理型水位計を設置。



4） 河川管理施設の整備等に関する取組
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3. 避難時間を確保するための堤防構造の工夫

〔 石川県 においてH30年度から順次実施 〕

堤防天端をアスファルトなどで保護し、雨水の堤
防への浸透を防ぐとともに、越水した場合に、堤防
の崩壊を遅らせる。

堤防天端の保護

今年度から、大規模
洪水が発生した際に、
堤防の決壊を送らせ、
住民の避難時間を確
保するため、堤防舗
装などの危機管理型
ハード対策を実施
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